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　株式会社日本経済研究所は、株式会社日本政策投

資銀行が設立した「復興地域づくり研究会」に事務

局として参画してきましたが、今回、中間報告（中

間提言）を行う運びとなりましたので活動内容とと

もにご紹介します。

　「復興地域づくり研究会」は、東京大学　大西隆

教授を委員長とし、東日本大震災による東北地域を

はじめとした被災地の「創造的復興」を後押しする

ことを目的として、まちづくり、防災、地方財政な

ど関係各分野の有識者の知見により課題を抽出し、

復興計画推進のための新しい官民連携のあり方とそ

の実現に向けた政策提言を行うために平成23年5月

に設立されました。

　地震、津波、原発事故が重なった東日本大震災

は、被害規模の甚大さにおいて、また、わが国経

済・産業・社会の将来に与える影響の深刻さにおい

て、未曾有のものです。

　今回の中間提言は、平成23年5月に第１回目の研

究会を開催して以来、９月まで計４回の研究会で議

論された内容を取りまとめた内容となっています。

　これまでの研究会では、東日本大震災の被災状

況、復興の課題を踏まえ、復旧・復興の主体のあり

方として復興まちづくり会社による復興地域づくり

について検討を行いました。

　検討の結果、復旧・復興の主体は、国等の十分な

サポートの下、各地域の公共・民間が自ら考え実施

していくことが大原則ではあるものの、公民ともに

課題を抱える中、創造的復興に向け事業を早期に軌

道に乗せるためには、公共をサポートし、公民連携

を促進・調整する主体として復興まちづくり会社が

必要であるとの結論に達しました。また、併せて復

興まちづくり会社の事業、組織イメージの検討も踏

まえ、被災地において復興計画を推進するための担

い手として「復興まちづくり会社」を設置すること

を提言しました。その提言内容を以下で紹介してい

ます。

　なお、今後の研究会では、復興計画推進のための

新しい官民連携のあり方とその実現に向けた政策提

言を行うために、今回の復興まちづくり会社等の中

間報告内容をより深めるとともに、財政制約、復興

PFI 等の検討を行っていく予定です。

復興地域づくり中間提言 
～復興まちづくり会社による復興地域づくり～

⑴	 �担い手としての「復興まちづくり会社」の必要
性、意義・役割（資料１参照）

⃝�復旧・復興事業の主たる担い手は地域に根差した

公共（市町村）ですが、公共は膨大な復旧作業や

住民対応等に追われ、復興プランの企画・検討や

プラン実行を行うためには、マンパワーの極端な

不足などの課題を抱えています。また、財政制約

下においての復旧・復興事業には、これまで以上

に事業の効率性の向上が求められています。

⃝�一方で、民間も公共との事業経験の不足、それに

よる公民連携のノウハウ不足が影響して、公共の

復興事業との連携が不十分であるという課題があ

ります。このため、民間の技術力やノウハウを復

興に十分に活かせていないと考えられます。

⃝�このように、課題を抱える公共と民間の間に立っ

て、公民連携のコーディネート役、直接・間接的

な行政のサポート役を行う主体が存在しないこと

が、現在の復旧・復興事業を推進する上での課題
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であると考えられます。

⃝�当研究会が提言する「復興まちづくり会社」は、

このような課題に対応し、復旧・復興事業を早期

に軌道にのせるために、公共をサポートし、民間

との連携を促進・調整する役割を担うものです。

「復興まちづくり会社」による行政サポート機

能、コーディネート機能の発揮により、公民連携

の推進、分野横断的な事業実施の円滑化が期待で

きると考えられます。

⑵　「復興まちづくり会社」検討の際の３つの原則
　復興まちづくり会社検討の際には以下の３点を原

則とすべきです。

①　地域の実情に応じて考える
⃝�被災状況・復興への課題は各地域で異なり、自治

体の規模・ニーズも多様です。そのため、「復興

まちづくり会社」の役割・事業内容、組織・体制

等は、被災状況や公民の取り組み状況など地域の

実情に応じて個別具体的に考える必要があります。

②　時間軸に応じて考える。
⃝�時間軸として、復旧期、復興期、ポスト復興期を

想定し、それぞれの時期における地域課題・ニー

ズに応じて「復興まちづくり会社」の役割・事業

内容を考える必要があります。一般的には復旧～

復興期における役割が中心になると考えられます。

⃝�なお、「復興まちづくり会社」については、東日

本大震災からの復旧・復興という特殊状況下※に

おいて求められる役割・機能を果たす主体として

位置づけており、一般の「まちづくり会社」を巡

る議論とは一線を画しています。ただし、政府の

復興構想会議等での議論もふまえ、用語としては

「まちづくり会社」を使用しています。
※�従来の枠組みを超える「創造的復興」を目指すこ
と、当面の間は官民の積極的なサポートが期待で
きること

③　民の活力を最大限活かすという観点が重要
⃝�地域によっては、相応に民間事業者の提案・動き

等もうかがえることをふまえ、公共のサポート的

資料１
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機能、「場」や「機会」の提供・調整機能を中核

に考えていくことが望ましいと考えます。また、

事業の進捗状況に応じて（特にポスト復興期にお

いては）、官民及び当復興まちづくり会社の役割

分担の再整理を行うことも必要です。

⃝�特殊状況下におけるケースとはいえ、公共のサ

ポート機能等を通じて、公民連携の円滑化を果た

すことができれば、今後、復興に限らず、わが国

PPP のモデルケースとなる可能性もありうると

考えられます。

⑶	 �「復興まちづくり会社」の具体的なイメージに
ついて（資料２参照）

　本中間提言では、以下のとおり「復興まちづくり

会社」の具体的なイメージを提示します。なお、検

討の前提として、沿岸部に位置し津波被害を大きく

受けた、水産業を有力産業とする中小都市を想定し

ています。

○検討のポイント
⃝�「復興まちづくり会社」の事業範囲、事業へのか

かわり方（間接的サポートか自主事業とするか

等）は、民間事業者の取り組み状況・事業の熟度

等により大きく左右されます。

⃝�状況への柔軟な対応、リスク軽減のため、復興ま

ちづくり会社として資産、人員を抱えることは最

小限にとどめる必要があります。

⃝�事業成功の鍵は「人材確保」であり、特に中核と

なるトップ人材や専門家人材の確保が重要です。

○事業の内容
⃝�「復興まちづくり会社」のコア事業は、

①�企画業務（復興企画、コーディネート、復興

特区、交付金申請）

②�市の肩代わり業務（調査・企画やPPP・PFI

関連など。資産管理などルーティンワークも含

まれます。具体的には指定管理事業、管理受

資料２
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託事業、業務受託事業として実施）とします。

⃝�創造的復興の観点から、さらに③産業振興、④再

生エネルギー活用、⑤まちづくり支援、等の業務

も考えられます。ただし、民間事業成立の可能

性、そのための支援の必要性、民間会社による取

組みの進捗状況等をふまえ事業範囲や着手時期等

は柔軟に対応します。

○人材確保
⃝�専門家人材については、復興という状況下で国・

県等のバックアップが十分期待できることを前提

にすれば、国・自治体からの出向や企業からの派

遣等、企業や大学との連携などで一定程度対応可

能と考えられます。

⃝�一方、トップ人材については、経営能力、地元で

の調整力などが求められることから、地域に根ざ

した、意欲ある人材をいかに確保できるかが最大

の鍵となります。

⃝�阪神淡路大震災においては、復旧・復興期におけ

る各地域・被災者の多様なニーズに対応するた

め、専門家プール組織が立上げられました※。ま

た、この事例を基に東京でも2004年に「災害復興

まちづくり支援機構」が発足しており、宮城県に

おいても同様の組織が立ち上がっています。
※（参考）専門家プール組織の先行事例
　◆「阪神・淡路まちづくり支援機構」

震災１年半後に設立されたNPO組織（弁護士、
税理士、鑑定士、建築家、司法書士等）

　◆「すまい・まちづくりセンター」
震災半年後に設立された「財団法人神戸市都市
整備公社」内に設けられた組織。神戸市の専門
家派遣制度の一元化を企図したもの。地域の要
請に応えた専門家派遣を主眼とする。

⑷	 �時間軸における「復興まちづくり会社」が果た
すべき役割

　被災地の復旧・復興期間は長期にわたり、期間中

に取り組むべき事項や行政、民間の課題も異なるた

め、「復興まちづくり会社」が果たすべき役割は段

階に応じて変化することになります。

①	 �第１段階　復旧期　被災した市街地・集落の都
市基盤や生活・産業基盤を復旧する段階

⃝�行政の機能低下・マンパワー不足への対応、民間

事業者のノウハウの復旧・復興への活用のため

に、①行政のサポート役（企画・調査など）、②

民間と行政の橋渡し役（コーディネーター）とし

ての役割を担う。自治体のブレーン兼調整役とし

て機能します。

②	 �第２段階　復興期　創造的復興を目指し、さら
なる都市基盤の整備や産業振興を検討・実施す
る段階

⃝�引き続き行政のサポート、公民連携のコーディ

ネーションを担う。地域産業の再生・振興（６次

産業化）などに関して民間事業者のサポートを行

うほか、状況によっては、必要に応じて自主事業

を行うことも考えられます。

③	 �第３段階　復旧・復興事業の成果を受けた次なる
ステップ（公民の役割分担に再整理を行う段階）

⃝�創造的復興に一定の目処がつけば、復興まちづく

り会社の所期の目的は達成されたといえる。その

時点における当社の事業内容や収支状況も踏まえ

て、その後の役割分担の在り方を見直す必要があ

ります。

　このように、時間軸で考えたとき、「復興まちづ

くり会社」が果たすべき役割は、復旧～復興期にお

ける役割が中心になると考えられ、ポスト復興期に

おいては役割分担のあり方を見直すことも必要で

す。


